事業譲渡契約書

　ABC Corporation（以下、「甲」という。）とXYZ Co., Ltd.（以下、「乙」という。）は、下記の通り、事業譲渡契約を締結する。
記
第１条　（目的）乙は、本契約書に定める条項に従い、平成１８年４月１日（以下「事業譲渡日」という。）をもって、乙の事業の全部を甲に譲渡し、甲はこれを譲り受けるものとする。ただし、事業譲渡日については、手続の進行に応じ必要があるときは、甲、乙協議のうえ変更することができる。
第２条　（譲渡財産）前条により譲渡すべき財産（以下「譲渡財産」という）は、譲渡日現在における乙の本事業に関する資産及び負債とし、その詳細については、本契約締結後、甲乙協議の上、これを決定する。
第３条　（譲渡価格及び支払方法）乙が甲に譲渡する本事業の対価は、譲渡財産の譲渡日現在における乙の帳簿価額を基準として甲乙協議の上、決定する。

第４条　（譲渡財産の引き渡し等）乙は、甲、乙協議のうえ合意した内容の譲渡財産の明細を記載した引継書を作成し、事業譲渡日に、当該引継書とともに譲渡財産及び関係帳簿類を甲に譲渡、引き渡すものとする。引継書に記載されないものは、譲渡財産に含まないものとする。
　　　２　前項の譲渡財産の譲渡、引き渡しにつき、移転行為又は対抗要件としての登記、
　　　　　登録、承諾、通知等の諸手続を要するものについては、甲、乙、協力してこれ
　　　　　を行うものとする。
　　　　　なお、譲渡財産のうち、乙の行うべき登記、登録、承諾、通知等の手続を要す
　　　　　るものについては、乙は遅滞なく甲のためにこれを行うものとする。
　　　　　また、譲渡財産の中に譲渡日以前に起因する係争等トラブルが発生したときは、
　　　　　乙が責任をもってその解決にあたるものとし、甲に一切迷惑をかけないものと
　　　　　する。
　　　

第５条　（株主総会および取締役会の承認）甲および乙は、譲渡日までに、本契約の締結及び履行につき取締役会の承認を得るものとする。

２　甲は、譲渡日までに、株主総会を開催し、本契約の承認及び事業譲渡に必要な事項につき決議を求めるものとする。

第６条 　（協議条項）この契約に定めのない事項であって、この契約に基づく事業譲渡に関し必要な事項が生じたときは、この契約の趣旨ならびに信義誠実の原則に従い、甲、乙協議してこれを決定するものとする。
　以上本契約締結の証として、本契約書正本２通を作成し、甲、乙各代表が記名捺印のうえ、
各自１通を保有する。
　　平成１８年　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　（甲）
　　
　　　　　　　　　　　　　　（乙）
